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①設立年月日

③大阪府泉南郡岬町③所管地域

①昭和４１年５月３日  

②職員数

（うち経営指導員数）
②５名（５名） （令和元年１２月３１日現在）

①商工業に関し、相談に応じ、又は指導を行うこと。
②商工業に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。
③商工業に関する調査研究を行うこと。
④商工業に関する講習会又はこれらの開催のあっせんを行うこと。
⑤展示会共催会等を開催し、又はこれらの開催のあっせんを行うこと。
⑥商工業に関する施設を設置し、維持し、又は運用すること。
⑦大阪府商工会連合会の委託を受けて商工貯蓄共済事業の業務を行うこと。
⑧商工業者の福利厚生に資する事業を行うこと。
⑨輸出品の原産地証明を行うこと。
⑩商工会としての意見を公表し、これを国会、行政庁等に具申し、又は建議すること。
⑪行政庁等の諮問に応じて答申すること。
⑫社会一般の福祉の増進に資する事業を行うこと。
⑬商工業者の委託を受けて、当該商工業者が行うべき事務
（その従業員のための事務を含む）を処理すること。
⑭行政庁からの委託を受けた事務を行うこと。
⑮前各号に掲げるもののほか、その他商工会の目的を達成するために必要な事業を行うこと。

※②、④、⑤、⑥につ
いては直近の数字を記
載のこと

④管内事業所数

⑤管内小規模事業者数

⑥会員数（組織率）

□主な事業概要（定款記載事項等）

④４５２（平成２８年経済センサスー活動調査による）

⑤３１１（平成２８年経済センサスー活動調査による）

⑥２５８　　（５７．０７％）　令和元年１２月３１日現在
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２．事業概要 岬町商工会

（１）所管地域の産業経済の現状と課題

　岬町は、平成１７年に関西電力・多奈川発電所の全面操業休止により、発電所のメンテナンス発注工事高約３０
億円の喪失を始め、下請け工事業者・定期検査工事関係者等の宿泊する簡易旅館・飲食店・小売店は、顧客と
売上の大幅減少という大きな影響を受け経済基盤が縮小の一途をたどっています。
　地域経済分析システムの２０１６年（平成２８年）の産業別事業所数をみると、岬町の産業の特徴は、卸売・小売
業２６．９％の１２２社（２０１４年より１３社減）、サービス（生活関連娯楽・宿泊飲食・その他）業が３１．４％の１４２社
（２０１４年より１３社減）と合計で５８．４％（２０１４年より約３％減）を占め、建設業９．９％の４５社（２０１４年より１社
減）、医療・福祉１０．１％の４６社（２０１４年より１社増）、製造業７％の３２社（２０１４年より１社増）、その他６５社の
合計４５２社となっていて、２年前より小売・サービス関連業種の事業所が減っているのがわかります。
　事業所数の推移に目を向けると、昭和６１年の７９７社から平成３年には８０７社と一時増加したものの平成２１年５
２７社・平成２４年４７９社・平成２６年には４７６社・平成２８年には４５２社と年々減少が続いています。
　また、近隣の泉南市並びに和歌山市藤戸台に大型ショッピングセンターが開店し、国道２６号線沿いのコンビニエ
ンストアー開店ラッシュの余波も受け、小売店数も平成６年の２１０事業所から平成２８年の１２２事業所と大幅減少
に至りました。
　さらに平成２２年（２０１０年）の地域の経済循環図の民間消費額の地域外流失額をみると、岬町は、民間消費額
３７７億円のうちの４４％にあたる１６８億円、隣接する阪南市は、１，２６５億円のうち４１％にあたる５１９億円となっ
ているが、泉南市は、１，４１２億円のうち２％にあたる３２億円、和歌山市は、８，７４４億円のうち０．１６％にあたる１
４億円に留まっています。　地域循環率をみると、岬町は５２．３％となっている、これは、隣接市の阪南市の４９．
１％と比較して若干高くなっているが、泉南市の８５．６％、和歌山市の１１６．８％と比較すると泉南市及び和歌山
市の、両市で開業している大型スーパーや和歌山市内の百貨店２店舗や地場スーパー等の大幅な影響を受けて
いると推察できる。　そして、岬町の平成２５年（２０１３年）の民間消費額は３１１億円（２０１０年より６６億円減）で地
域外流失額は約１００億円となっているのをみると人口減少や高齢者数の増加等の要因により個人消費額が落ち
こんでいるのがわかります。
　平成２８年度末には、第二阪和国道が大阪市から和歌山市までの区間が全線開通し便利になったように思われ
ますが、阪南市から岬町の区間は山間部を通る自動車専用道路となっていてロードサイドの店舗の開業が全くない
状態なので、岬町内中心部を通っている旧国道２６号線の通行量も激減し、「ただの通過点の町」という状況になっ
てしまっています。
　しかし、岬町には、大阪府内唯一の自然海岸があり、古墳・寺社仏閣等の歴史的な史跡や文化財も多く、みさき
公園・「大阪ゴルフクラブ」・「岬カントリー」という２つのゴルフ場・淡輪海水浴場等の観光資源が存在しますが、令和
２年３月３１日をもつて南海電鉄が「みさき公園」の公園事業を撤退し、跡地の利用は未だに決まっていのが現状
で、早急に「跡地を活用してくれる企業をみつけること」・「岬町の観光資源を活用した新しいサービス産業」を創出
するのが大きな課題であります。

（２）所管地域の活性化の方向性

　経済・産業の基盤であった関西電力多奈川発電所の休止・みさき公園も廃園という状態で失うこととなり、新たな
産業基盤ならびに観光客を呼び込む方策が必要となってきています。
　しかし、製造業のインフラ基盤が元々少ない状況にあるので、農水産事業者や商工サービス事業者及び岬町商
工会・岬町との連携による、第一次産業の農水生産物の直販や６次化の創出をおこなっていくことも必要となってき
ます。
　さらに、町内の有効活用されていない観光資源・地域資源を活用した観光型産業を作創出することが、岬町の経
済を活性化させる有効な手段であると思われます。
　また、次代を担う若手経営者及び後継者を育てること及び異業種事業間のネットワーク構築や連携も急務であり
ます。
　尚、今後の岬町の地域経済再興の道すじとしては、大阪府内外の方々、さらにインバウンドに対して、半日若しくは
日帰り観光するなら行きたい町として、「岬町」を思い浮かべてもらえるような「魅力的な町」として成長し交流人口を
増やしていくことだと思います。



２．事業概要 岬町商工会

（３）主たる支援の対象として想定する小規模事業者等のイメージ及び対象事業者数

　関西電力・多奈川発電所という核たる産業・「みさき公園」という岬町最大の観光客を呼び込む施設を失う岬町に
おいて、「無より有を生む」発想に基づいて実施している「大阪湾もん等産業フェアー」と命名した物産展事業への
出店を促進し、販路開拓のコンテンツとして情報の発信をおこなって参りましたので、飲食店を中心とした小売業・
食品製造小売業者の意識は前向きな姿勢へと少しずつではありますが変わってきています。
　しかし、全体からみれば、少数派にすぎず、町内の事業所は市場の縮小や競争の激化等経営環境の変化に対し
て、小規模事業者自身が有効な対策を見い出せていないのが現状であります。
　管内は、小規模事業者の占める割合が非常に高い地域で、小規模事業者は経営資源に乏しいと言われていま
すが、独自の技術やノウハウを持っている事業者は地域にも多く存在し、そういった事業所に対しても専門家を派遣
して個別指導するなどの支援を図っていきたい。
　経営基盤を確立するため、資金繰りや販路開拓・人材雇用など不安や悩みを抱える事業所に対しても支援を実
施していきます。
　また、地域事業者の高齢化による後継者問題も深刻になっているため、事業承継対策も重点的に取り組まなけ
ればならない。
　更に各事業所は様々な課題を抱えており、現状を何とか打破したいという気持ちが窺える事業所も多く、前向きに
取り組む事業所については出来る限りの支援を行ない、各課題解決に向けて継続的に支援を実施する。対象事業
所数としては、製造業３２社、建設業４５社、卸売業１４社、小売業１０８社（うち飲食・宿泊業４７社）、サービス業２
２１社、その他３２社の計４５２社を想定している。

（４）事業の目標

　経営相談支援事業においては、個々の企業等が抱える問題の把握並びにその課題解決に向けて適時な指導・
助言をおこない、高度な問題等については専門家や支援機関とも連携を図り、きめ細やかな情報や支援メニューを
提供していきます。
　平成２９年４月に全面開通した国道２６号線は、岬町を「ただの通過する町」とする可能性と、京阪神や和歌山県
や奈良県からの「人の流れ」を呼び込む大きな起爆剤となり得る可能性をも併せ持っています。
　後者の「人の流れ」を呼び込むためには、販路開拓支援にも力を入れ、企業及び製品・商品・サービス内容のPR
を有効的に事業者が実施できるように積極的に支援していきます。
　管内の小規模零細企業において、営業は経営者やその後継者がおこなっており、顧客数アップ策には限界があり
ます。　経費の使い方においても、広告・宣伝費や販売促進費の支出はほとんど無いに等しい状況である。
　そこで、「人に頼る営業」ではなく、マーケティングの発想を取り入れ、「仕組み」で、利益を生み出すよう支援して
いきます。
小規模零細企業の大半の「商品・サービス」は良いものであるのに、その良さを伝えるための広告・宣伝にお金をか
けていないため、集客・顧客化ができず、儲かっていないのが実情です。　設ける仕組みに必要不可欠なのが広
告・宣伝等への投資であり、その投資による「集客」で更に大きな収益を上げることが出来るという販路開拓に向け
た支援も実施して参ります。
　また、将来発生するかもしれない南海トラフ地震による津波等の被害・近年大型化している台風被害等の災害で
事業を廃業しなくてもすむ「事業継続力」を高めるための支援にも力を入れ、令和２年度はまず岬町商工会のＢＣＰ
を策定し、各事業所にもＢＣＰの策定をしてもらうように巡回・セミナー等に力をいれます。
　そして、マル経を推薦した事業所・創業して間もない事業所・事業計画作成の支援をした事業所を中心に、その
後「上手く経営できているか」を確認する意味でフォローアップ支援にも力を入れます。
　地域活性化事業においては、地域資源の有効活用のための情報や事例を阪南ブロック商工会（岬町・阪南市・
泉南市・熊取町・忠岡町）等の広域連携事業を通じて、個々の小規模企業等に提供し、また、個々の企業がこの
事業に参画することにより企業間の連携を図っていきたい。
　更に次代を担う若手経営者を含む企業者等には、販売チャネルの確立や経営ノウハウ等の習得等の課題を商
工業者が自らの手で解決するために、岬町内外の事業者との交流・連携により継続的に図れるようにワンスップ機
関としての支援をしていきます。



２．事業概要 岬町商工会

（５）事業の実施により期待される効果及び実施しなかった場合の影響（実施する事業の総体的な効果等を記載すること）

　岬町を取り巻く経済環境は、関西電力多奈川発電所という核たる産業と「みさき公園」という観光施設を失い、製
造業のインフラ基盤が少ない現況の下、繊維産業の衰退に伴う縮小経済の環境にある泉南地域の中でも突出して
縮小状況が続いています。　　そして、今後も益々休廃業する事業所が増加すると思われます。
　そのために岬町商工会が、地域活性化事業並びに相談支援事業の実施・各企業への支援をしていくことにより、
各々の小規模企業が事業を継続するための問題点について改めて向き合って、その課題を認識し販路開拓・人材
育成・自社の商品の改善や新商品の開発等へと繋がる「機運」や「意志」を高揚させ、それを持続させることができ
る事業者を増やしていかなければ更に廃業は増え続けていきます。
　また、商工業者には、農水産事業者並びに漁協・農協等のその他団体とも連携し、相互にビジネスマッチングが
できるよう働きかけると共に、消費者ニーズの把握することにより消費者ともコミュニケーションが深められ、その結果
として、町内の商工業者は信用できると評判にもなり、町内での購買力が高まるなど地域経済を活性化させる効果
があるはずです。
　しかし、これら小規模事業支援が実施されなかった場合、岬町は、経営基盤の劣る小規模企業の大部分が消滅
して「産業の空洞化」が止めどもなく広がっていくと予測されます。　更に当商工会地域においては、事業者の高齢
化が顕著であり後継者の見込みも立たないまま廃業も今以上に急増し、地域社会においても連携がなくなり地域経
済力及び地域力がより一層低下していくことになるとも予想されます。



3．経営相談支援事業・専門相談支援事業　事業調書

災害時対応支援

10

債権保全計画作成支援 1 事業所

事業所

財務分析支援

0 事業所

事業所

40

2

フォローアップ支援

事業所

創業支援 5 事業所 5

５Ｓ支援 1 ＩＴ化支援事業所

コスト削減計画作成支援 5

支援

1 事業所

事業継続計画(BCP)等作成支援

支援

事業所

事業所

事業所

事業所

支援メニューの件数

マル経融資等の返済条件緩和支援

2人材育成計画作成支援

労務支援 28
マーケティング力向上支援

記帳支援 35

金融支援（紹介型）

前年度支援企業数

3

20

資金繰り計画作成支援

事業所

事業計画作成支援

１７０　　　（令和２年3月31日のカルテ化見込み事業所数）

2

金融支援（経営指導型）

支援機関等へのつなぎ事業所カルテ・サービス提案

事業所

163

5 支援

事業所

件数設定の根拠及びその実現に向けた取り組み

販路開拓支援 5支援

5事業承継支援

　経営指導員４名体制で令和２年度も「働き方改革」・「消費税改正」を普及啓発していくことを基本テーマとして、
また、近い将来発生する可能性が高い南海トラフ大地震・ここ数年大型化している台風等の災害に備えてのＢＣ
Ｐも普及啓発し初動対応を構築できる事業者も増やしていきたい。
　その第一歩として、商工会のＢＣＰを策定いたします。　そして、事業所の現場をよく知るために経営指導員を全
事業所に最低年１回～2回は巡回させて、当商工会が実施する経営相談支援事業や地域活性化事業のＰＲ及
び情報提供をおこなっていきます。
　そして、事業主との会話の中から事業主の本当のニーズの把握・生じている諸問題についての把握を心掛け、
課題解決のために全力で支援していきたいと考えています。
　また、支援機関への取次・連携等を図りながら、その事業所に合った支援メニューの提供やその他の情報提供
等に取り組んでいきます。
　金融・労務・税務・法務等の事業所の様々な問題にも対応できるようにするために、令和２年度も令和元年同
様に経営指導員のスキルアップを目指します。
　そのために、資質向上に役立つ情報収集や経営指導員研修にも可能な限り参加させ、常にワンストップサービ
スが可能な支援体制をつくり、事業承継・ＢＣＰ・労使の複雑な問題等の高度で専門的な相談内容にも対応でき
る体制も構築していきたいと思います。
　過去にカルテ化したマル経融資を斡旋した事業所・創業まもない事業所・事業計画作成支援をした事業所を中
心に令和２年度はフォローアップ支援にも力をいれます。
　また、災害により廃業する事業所を出さないためにＢＣＰを策定する事業所が１件でも多くでるようにＢＣＰの支援
にも力を入れると共にマーケティング力の向上・販路開拓に繋がるようなメニューの提供も心掛けていきます。
　その結果として、人が集まる・人を呼べる事業所を岬町に少しでも多く作り出すことこそが、経済縮小の一途を辿
る「岬町」が発展できる突破口であると全経営指導員が再認識し、巡回及び窓口相談等を通じて地域全事業者
にも意識改革を進めていきます。

事業所支援の実施方法（専門家や各種支援機関、支援制度の活用など）

　巡回及び窓口相談で商工業者より課題を受けた経営指導員が、経営相談全般に対応する。さらに、高度な支
援が必要な案件については、行政書士・ＦＰ技能士・宅地建物取引士等の資格を持つ経営指導員と共に弁護
士・税理士・社会保険労務士・中小企業診断士・司法書士・行政書士等の専門家と連携を図りながらその解決
策を図って参ります。
　金融相談ではマルケイ融資や大阪府制度融資だけでなく、必要に応じて地元金融機関である紀陽銀行・池田
泉州銀行とも連携を強化し、事業者ニーズに合った相談に迅速に対応、さらに近隣の商工会とも連携を強化し
て、経営支援やセミナーを実施する中で参加者のニーズに合わせた相談事業が出来るように連携を図り、その
他、必要に応じて専門家・支援機関等を選択して事業者の課題を解決するための支援をおこなって参ります。
　また、創業予定者に対する融資・資金計画・収支計画等の相談にも積極的にのって岬町で創業する人を増やし
ていきたい。

岬町商工会

Ⅰ　経営相談支援事業

支援

支援

事業所

5

18

結果報告 163 事業所



3．経営相談支援事業・専門相談支援事業　事業調書 岬町商工会

6

指標 事業概要

法律相談 継続 相談件数 4

新規/継続 目標数値

税理士による個別相談者数（支援日数　３日）

Ⅱ　専門相談支援事業

税務相談 継続 相談件数

　経営指導員だけで対応できない事業承継・相続・消費税の軽減税率・消費税のインボイス方式・働き方改革に
よる労使問題等の非常に高度な相談について、弁護士・税理士・社会保険労務士と連携して、法律相談・税務
相談・労務相談を実施することにより、複雑化する事業者の高度な課題に対して解決を図り円滑な事業運営に貢
献することが可能となります。
　弁護士・税理士と連携する理由としては、本会の過去の実績から法律相談、税務相談に対する事業者のニー
ズが突出して高いためであり、社会保険労務士による労務相談を令和２年度も取り入れたのは、働き方改革によ
り労使のトラブル問題・受動喫煙対策等の問題が浮上する可能性があるためである。
　期待される効果としては、相談者の経営課題に対して専門的な立場からより的確な助言をすることによって、課
題解決や今後進むべき方向性やその対策が明確になることになり事業者の経営判断や経営戦略の立案等に寄
与できる効果があると思います。

事業実施のポイント・期待される効果

社会保険労務士による個別相談者数（支援日数　３日）

事業名

弁護士による個別相談者数（支援日数　２日）

労務相談 継続 相談件数 6



４－１．地域活性化事業一覧

府施策
連携

（１）単独事業

（２）広域事業

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

うち府施策連携事業

⑬事業継続計画（ＢＣＰ）
策定支援事業

⑥地域連携型「泉南まる
ごと物産展」事業 泉南市商工会幹事の事業計画参照

⑦はんなん産業フェア 阪南市商工会幹事の事業計画参照

③南泉州地域異業種ビ
ジネス交流会事業

泉南地域の４商工会（岬町・阪南市・泉南市・熊取
町）全産業の事業者を対象に交流会を開催する。
交流会の参加により、「新しい取組み」・「事業者間
の連携」・「事業承継」等の問題に取り組む企業を
増やし泉南地域の地域経済の再生・活性化を目指
す。

①おおさか湾もん産業
フェアー事業

「ふれあい深日漁港」にて岬町・阪南市・泉南市・
熊取町・忠岡町の５商工会による特産品等の販
売・ＰＲ

5,422,387

⑪次代を担う若手経営
者等の育成支援事業 大阪府商工会連合会幹事の事業計画参照

1,054,440

150,000

109,080

181,000

150,000

⑫中小企業・小規模事
業者サービス品質向上
事業

大阪府商工会連合会幹事の事業計画参照

25,250

27,600

大阪府商工会連合会幹事の事業計画参照 60,600

⑭大阪勧業展
大阪商工会議所幹事の事業計画参照

岬町商工会

174,225

2,268,713

4,233,182

泉南の４商工会（岬町・阪南市・泉南市・熊取町）
地域の１８５店舗が、同日に泉南地域を商店街と見
立てて一斉に仮称「１００円＆ワンコイン・ワンビル商
店めぐり」を実施して販売促進ならびに新規顧客開
拓等に努める。

8,770,790

熊取町商工会幹事の事業計画参照

概要 金額（円）

159,000

事業名

0

70,700

④くまとり産業フェア事業

⑤女性活躍推進事業 泉南市商工会幹事の事業計画参照

107,000

②おおさか泉南まるごと
商店街事業

⑧ＢＣ・ＰＢＣＭ普及促進事業 阪南市商工会幹事の事業計画参照

⑨商工展示即売会事業 忠岡町商工会幹事の事業計画参照

⑩就職フェアー（合同就
職説明会） 泉佐野商工会議所幹事の事業計画参照



支援する対象
（業種・事業所数等）

連携する５商工会管内の事業所（岬町４５２、阪南市１，５０６、泉南市２，１２８、熊取町１，２３
９、忠岡町５８０）合計５，９０５社（全業種の個人・法人企業）を対象とする。
　また、創業支援、農商工連携、地産地消等の資源活用のため、創業予定者、農林水産業
者等も対象とする。

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

 １日の集客数が約９，０００人、３６０万円弱の売上実績が継続されているこの産業フェアーに
対する参加企業の期待度は年々大きくなっている。
 ５商工会管内にある事業所及び商品等の効果的なPRを図りたいとのニーズはもちろんのこと、
消費者のニーズをきめ細かく情報収集し、新製品（商品・サービス）開発のヒントを掴みたいと
いうニーズもある。
 これは、出店事業者よりのアンケート調査により把握したものである。

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

実施日時：令和元年１０月２７日（日）　午前１０時００分から午後２時３０分まで
実施場所：「ふれあい深日漁港」
実施内容：物販・グルメブース、モノづくり教室ブース・展示ブースを設置し、ステージブースも
　　　　　　　集客を高めるために設置して本事業を実施した。
支援企業数：,岬町４１社・阪南市１０社・泉南７社・熊取町６社・忠岡町２社の合計６６社
　　　　　　　　また、府施策連携として出店したモノづくり教室ブース６ブースは、「大阪椅子張
　　　　　　　　技能士会、大阪府畳技能士会、大阪府印章技能士会、大阪府調理技能士会
　　　　　　　　、大阪板ガラス技能士会、大阪内装仕上技能士会」が出店した。
支援対象企業に訪れた商談件数：７，２２５名（７，２２５名÷６６社＝平均１０９．５名）
当日の来場者数：約９，０００人

反省点

　令和元年度において、人員不足で販売することがメインになってしまい、自社のＰＲがおろそ
かになってしまっている事業者が何件か見受けられたので、令和２年度は参加店募集時に各
商工会の経営指導員が巡回等により、「どうすれば新規顧客獲得に繋がるか」を自社の商品と
サービスに真摯に向き合って考え、「新規顧客獲得」に向けた新しい取組みを実行できるよう
に改善してもらうよう啓発していく。

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

　岬町・阪南市・泉南市・熊取町及び忠岡町は、様々な伝統工芸品・特産物・寺社仏閣・史
跡等の地域資源・観光資源を有しているが、現状は、手つかずのままや放置された資源が大
部分です。
　また、利用されていても付加価値をつけられず地域資源・観光資源としての有効活用されな
いまま、従来どおりの使用・販売方法が継続されているために低価格での販売・買い叩きで廃
業する事業者や後継者もなかなか育っていないのがこの地域の現状です。
　平成29年4月には岬町淡輪から和歌山市大谷間の第二阪和国道（国道２６号線）が延伸さ
れて全面開通し、長年に渡り年末年始・ゴールデンウィーク・夏休み・春休み・秋の行楽シーズ
ンに大渋滞を起こしていた旧国道の交通網が整備がされ交通渋滞は大幅に緩和されました。
しかし、その反面第二阪和国道（国道２６号線）の阪南市・岬町から和歌山市間のほとんどが
山間部を通り岬町・阪南市等の市街地は迂回され、旧国道２６号線の車両通行量は激減し売
上が減っている小売店等が少なくありません。
　よって、泉州地域においては、今後より一層の事業所および上記の地域資源・観光資源を
泉州地域以外の消費者にPRしていくためにそのPR力の改善が求められています。
　そして、上記の５商工会管内には、零細・小規模な農・漁業者及び農・水産加工業者が多く
存在していますが、販売先が従来の漁業協同組合等の組合関係を通じ収穫物を市場へ流通
させるのみで、事業者の希望する価格がつけられず市場が決定する価格に甘んじています。
　これら事業者に対しても別の販売先を創造し販路拡大の機会を設け、連携商工会地域管
内の産業全般の活性化及び知名度向上のため、大阪府内及び府外へ地域独自の資源の存
在を発信し、農水産事業者と製造業・サービス業・小売業者が交流を深めて連携を図ることに
より、個々の取り扱う産品の評価を高め「おおさか湾もん」というブランドを確立し、さらに、個々
の企業にもチャレンジ精神を与え、地域特産品販売の拠点づくり形成に寄与するとともに大阪
府技能士会連合会と連携した「ものづくり教室」の開催により、企業の認知と製品・技術・サービ
スＰＲ及び消費者のニーズ収集並びに若者に「ものづくり体験」の機会を提供して、「ものづくり
大阪」をＰＲするために本事業を実施する。

継続

想定する実施期間 24 年度～ 年度まで

４－２．地域活性化事業　事業調書 岬町商工会

←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

事業名 おおさか湾もん産業フェアー 新規/継続



継続

４－２．地域活性化事業　事業調書 岬町商工会

事業名 おおさか湾もん産業フェアー 新規/継続

〇

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 〇 (c)市町村連携 〇 (d)相談事業相乗効果

社

名

５６社

その他目標値

目標値の内容⇒ 　過年度実績により1企業に訪れるお客様数は１００名なので、支援対象
事業所に訪れた客数（商談件数）は、７０社×１００名＝７,０００名とする。

7,000

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

　令和２年度の各支援企業数は、岬町４４社・阪南市１１社・泉南市８社・
熊取町５社・忠岡町２社の合計７０社とする。
　対象企業は、５商工会管内の製造・小売・飲食サービス業者を中心に、
さらに農林水産事業者にも拡げ、HP掲載・新聞折込チラシ・自治体広報
誌・商工会報等において事業内容を周知のうえ、経営指導員等による巡
回・窓口にて募集をおこなっていく。

70

支援対象企業の
変化

　出店企業が本事業に参加して、幅広い層の消費者と対面販売をすることにより消費者の
ニーズが把握できるので、新商品・新サービスを開発していくヒントを掴むことができる。　よっ
て、商品開発や新規顧客獲得の機会となる。

指標

自社のＰＲができた、売上増加に繋がった、新規顧客
獲得ができたいう企業数

７０社　×　８０％　＝　５６社
数値目標

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・

どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型
「おおさか湾もん等産業フェアー」として、
　開催場所：岬町深日漁港ふれあい広場
　開催日時：令和２年10月２５日（日）　予定（今後、深日漁協と協議して決定する）
　支援対象企業数：７０社
で実施する。
　「顧客満足度のアップ及び企業ＰＲを第一」に事業所と消費者のコミニュケーションを図り、
支援対象企業者の「新規顧客獲得」等に繋げるために本事業を実施する。
　会場への集客力強化を図るために好評の漁船クルーズも行う。
　事業内容の詳細は、深日漁協との協議および５商工会の担当者会議で決定する。
開催までのスケジュールとして、
　８月上旬　  出店企業募集チラシ折込をする。
　１0月中旬　開催案内チラシ折込をする。

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(a)府施策連携（府施策連携労-５番）として、
　事前に人材育成課・産業人材育成グループと協議し、実施にあたっては産業人材育成グ
ループ並びに大阪府技能士会連合会と事業内容や専門家・策定事例などに関する情報交換
をおこない、実施日当日は大阪府技能士連合会との連携による「ものづくり教室」を開催して管
内及び大阪府内の子ども・若者層等に対してものづくり体験の機会を提供する。
(b)広域連携として、
　岬町・阪南市・泉南市・熊取町・忠岡町の５商工会の広域連携で実施し、幹事を岬町商工
会が務め５商工会が出店企業及び来場者を募集する。　担当者会議を開催し、本事業の趣
旨と反省点の改善等を徹底する。
(c)市町村連携として、
　岬町に後援を依頼する。　岬町・阪南市・泉南市・熊取町・忠岡町の広報紙等で、本事業の
周知を依頼する。　岬町に本事業にかかる会場必要備品・人員の提供を依頼する。
(d)相談事業相乗効果として、
　新規顧客獲得に向けた新たな取り組み（令和２年度は、自社の情報をインスタグラム等で発
信する等の方法を中心に啓発）　を可能な限り支援しカルテ化に繋げていく。



継続

４－２．地域活性化事業　事業調書 岬町商工会

事業名 おおさか湾もん産業フェアー 新規/継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

○ (a)府施策連携 ○ (b)広域連携 〇 (c)市町村連携 〇 (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円

円 × ＝ 円

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

○ 円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体
またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

岬町商工会 4,233,182

幹事商工会（岬町）の配分
　6,186,250円×15％＝927,937円
　(6,186,250円-927,937円)÷70社
　＝75,118円   (１社当たりの単価)
岬町
　927,937円＋75,118円×44社
　＝4,233,129円 +端数53円
　＝4,233,182円
阪南市
　75,118円×11社＝826,298円
泉南市
　75,118円×  8社＝600,944円
熊取町
　75,118円×  5社＝375,590円
忠岡町
　75,118円×  2社＝150,236円

阪南市商工会 826,298

泉南市商工会 600,944

熊取町商工会 375,590

忠岡町商工会 150,236

（①市町村等＋②受益者負担）

7,070,000

7,070,000 6,186,250

3,535,000

3,535,000

1.00

0.75

3,535,000

2,651,250

算 出 額

標準事業費

50,500 70 1.00 3,535,000

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠

（基準どおりの場合不要）

①市町村等補助 交付市町村等

50,500 7,000 0.01 3,535,000

7,070,000

②受益者負担 負担金の積算

標準事業費 補助率

算
定
基
準
に
より
算
出
さ
れ
る
額

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数



これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

実施内容・
実績数値

令和元年度は、
開催日時：　　　令和２年１月２４日（金）と１月２５日（土）の２日間
開催場所：　　　各参加店舗
支援企業数：　 岬町４０社・阪南市５０社・泉南市４３社・熊取町３４社の計１６７社
実施内容：　　　①各参加店には、「参加店証」および「のぼり旗」を設置してもらい「参加店」が
　　　　　　　　　　　一目でわかるように工夫した。
　　　　　　　　　　②スタンプラリーを実施して参加店への集客力を高めた。
　　　　　　　　　　③１００円商品以外のマル得商品（１０００円以下のお買い得商品）もＰＲして
　　　　　　　　　　　新規顧客開拓を後押しする企画を設け、募集時に粘り強く説明した結果、
　　　　　　　　　　　マル得商品を打ち出す参加店は５２社（３０年度は４６社）となった。
上記の内容で実施した。

反省点

①今回、参加できない事業所からは、「１００円は無理だが、５００円または１,０００円の商品な
ら
　用意できるので参加できる」という意見もあっため、「１００円商品を基本とはするが、業種的
に
　無理な業種は５００円または１，０００円商品でも参加ＯＫ」とする事業にリニューアルして、
　「１００円の商品もあり、５００円や１，０００円でお得な商品もあると」という、消費者にとって
　魅力的な商品が購入できる事業に修正することにより、参加事業所も増えると共に売上アッ
　プにも繋がる可能性が高いため、事業実施後もフォローアップしやすくなる。
②事業のPRにつき、「新聞を購読していない・広報等を見ていない若い消費者も存在するの
　で、インスタグラム等を活用して若い消費者にも発信したら、もっと盛り上がるのでは」という
　意見を巡回時にいただいたので、今後の担当者会議で検討してＰＲ方法等も改善していく。

４－２．地域活性化事業　事業調書 岬町商工会

事業名 おおさか泉南まるごと商店街事業 新規/継続 継続

事
業
の
概
要

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

　おおさか泉南地域は商店街が少なく、その中でも岬町・阪南市・泉南市・熊取町の泉南４地
域の４商工会管内は特に商店街が少ない。
　商業集積は大型・中型のスーパーを核に数ヶ所存在しますが、ほとんどの商店は地域の中
で散在しているため、大型スーパーやコンビニエンスストアーに対抗できず集客力に乏しいのが
実状です。
　さらに、岬町は平成２９年４月に第二阪和国道の淡輪から和歌山市間が全面開通し、岬町
内市街地を縦断する旧２６号線の車両通行量が激減しました。
　その結果、ただの通過点となった岬町の経済活性化対策として物産展等の販路開拓支援を
していますが、小規模零細企業の多い泉南地域では人員・費用等の問題で物産展すら出店
できない事業所が多く存在します。
　これらの問題を打破し４地域の小規模零細企業を支援するための方策として、おおさか泉南
地域の４地域（岬町・阪南市・泉南市・熊取町）で、商店街が形成されていなくても実施可能な
「１００円商店街」事業を実施し、物産展に出店できない小規模零細企業を積極的に支援する
ことを目的とし、最終的に商店街が形成されてなく店舗が点在している地域の見本となれるよ
うな「１００円商店街」事業になることを目指します。

支援する対象
（業種・事業所数等）

　泉南地域４商工会館内の事業所
（岬町４５２・阪南市１，５０６・泉南市２，１２８・熊取町１，２３９）
合計５，３２５事業所を対象とします

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

①泉南４地域で実施している物産展等に出店できない小規模零細企業の商店主等から、
 「少ないけど商品を工夫すれば新規のお客様が来てくれる」、「自社のＰＲに繋がっている」
等、
 自分の店舗にいながら参加できるこの１００円商店街事業を継続して実施して欲しいという
 要望が沢山あります。
②新規顧客獲得に繋がる「スタンプラリー」は継続して欲しいという要望がある。
③若年層の消費者も獲得したいという要望もある。

想定する実施期間 24 年度～ 年度まで
←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること



４－２．地域活性化事業　事業調書 岬町商工会

事業名 おおさか泉南まるごと商店街事業 新規/継続 継続

〇

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携 〇 (c)市町村連携 〇 (d)相談事業相乗効果

社

事
業
の
目
標

支援対象企業数

設定根拠及び
募集方法⇒

令和２年度の支援対象企業数は、
岬町46社・阪南市56社・泉南市47社・熊取町36社の
合計１８５社を支援いたします。

185

支援対象企業の
変化

　商売の基本は、「お客様に店へと足を運んでいただくこと」であります。
そのためには、「商品・サービスの内容」を幅広く知ってもらう必要があります。
　店舗のＰＲは４商工会が仕掛けるので、参加店は本事業に参加することにより、
１００円商品・５００円商品・１，０００円商品の作り方及び「本当に売りたい商品」を
買ってもらえるように工夫するようになる。

指標

店舗のＰＲができた・売上が増加した・新規顧客を
獲得できた・新商品または新サービスを開発した
という企業数
25社　×　４商工会　=　100社

数値目標 100社

その他目標値
目標値の内容⇒

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・

どのよう
にする
のかを
明確に)

人材育成型
令和２年度は、
実施日　 ：　令和元年度の反省点を基に担当者会議等で慎重に検討して開催日を決定す
る。
実施場所：　各参加店舗
実施内容：①仮称「おおさか泉南まるごと１００円＆ワンコイン・ワンビル商店めぐり」というタイト
ル
　　　　　　　　で実施予定。
　　　　　　　②岬町・阪南市・泉南市・熊取町の泉南４地域で同日、一斉に実施する。
　　　　　　　③店舗が地域に散在しているため、消費者が積極的に参加店巡りをしてもらえるよ
　　　　　　　　うに「スタンプラリー」を実施する。
　　　　　　　④令和元年度の反省点を活かし、「100円商品だけでなく、５００円または１,０００
円

人材交流型

販路開拓型

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

独自提案型

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

(b)広域連携として、
　①岬町・阪南市・泉南市・熊取町の４商工会の広域連携の事業とし、幹事を岬町が務める・
　②４商工会の担当者会議を１回～３回開催（６月～１１月）し、令和元年度の反省点等を
　踏まえ、詳細事項を協議して進めていく。
(c)市町村連携として、
　①岬町・阪南市・泉南市・熊取町の４市町と連携を組みながら進めていき、各市町の後援
　ならびに４市町の広報誌・ＨＰ等に掲載してもらう等の連携を図る。
(d)相談事業相乗効果として、
　①参加店募集時に『１００円商品での集客方法』・『５００円商品または１，０００円商品での
　集客方法』等を参加店に支援する。
　②インスタグラム、フェイスブック等を活用して、参加店が本事業を発信できるように支援
　する。
　上記①②を主として参加店を支援し、可能な限りカルテ化に繋げていく。



４－２．地域活性化事業　事業調書 岬町商工会

事業名 おおさか泉南まるごと商店街事業 新規/継続 継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携 〇 (c)市町村連携 〇 (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

○ 円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

【備考】

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体
またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

商工会・会議所名 配分額 役割（配分の考え方）

岬町商工会 2,268,713
幹事商工会（岬町）の配分
　7,006,875円×10％＝700,687円
　(7,006,875円-700,687円)÷185社
＝34,087.5円   (１社当たりの単価)
岬町
　700,687円＋34,087.5円×46社
　＝2,268,712円+1円＝2,268,713円
阪南市
　34,087.5円×56社＝1,908,900円
泉南市
　34,087.5円×47社＝1,602,112円
熊取町
　34,087.5円×36社＝1,227150円

1円の端数は幹事の岬町商工会に
加算しています。

阪南市商工会 1,908,900

泉南市商工会 1,602,112

熊取町商工会 1,227,150

算
定
基
準
に
より
算
出
さ
れ
る
額

算 出 額

標準事業費 補助率 （①市町村等＋②受益者負担）

9,342,500 0.75 7,006,875

①市町村等補助 交付市町村等

②受益者負担 負担金の積算

9,342,500

9,342,500

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠

（基準どおりの場合不要）

標準事業費

50,500 185 1.00 9,342,500

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

ｻｰﾋﾞｽ単価 支援企業数 係数



事業名

　４商工会管内（岬町、阪南市、泉南市、熊取町）の事業所数合計５，３２５社
（岬町４５２社、阪南市１，５０６社、泉南市２，１２８社、熊取町１，２３９社）
および創業予定者も対象とします。

実施内容・
実績数値

27

これまでの
取組状況

※継続事業の
場合のみ記入

事
業
の
概
要

令和元年度は「事業承継」についてのセミナー・意見交換が長引いたため、１分間ＰＲタイム・
名刺交換会は予定時間を超過してしまいました。
　よって、令和２年度は時間配分等について練り直します。

事業の目的
（現状や課題をどのような

状態にしたいか）

　４商工会管内の地域においては、現状の経営基盤の打開のため、事業所での新たな取組
み・改革につなげたいと望んでいる経営者は多く、事業所間交流に対する要望も多くあります。
　また令和元年に実施しました本事業の参加事業所のアンケート等からも、本交流会に参加し
て他社のビジネスモデルや有益な情報・他の市町の地域情報を収集することにより、異業種と
の事業連携や新しい商品・製品等の開発につながる取組みならびに外国人観光客の取り込み
方法等を知りたいという声が多くあります。
　これらの新しい事業に挑戦したいという経営者の生の声を４商工会の経営指導員の巡回等
により聴き取り、本交流会への参加を促していきます。
　また、令和元年度より取り入れた「事業承継」問題についても「必要」という意見もあったた
め、今回も「事業承継」について真剣に考える交流会とする。

反省点

岬町商工会４－２．地域活性化事業　事業調書

想定する実施期間

南泉州地域異業種ビジネス交流事業 継続

年度～ 年度まで

新規/継続

←複数年段階的実施事業は左欄に○を
　また、別紙にて計画を提出すること

支援する対象
（業種・事業所数等）

事業に対する
企業ニーズ

（内容・把握方法等）

令和元年度は、
実施日　 ；令和元年１２月５日（木）
実施場所；　クリモト淡輪研修センター
支援企業数：　６０社６８名
　　　　　　　　（岬町３２社３７名、阪南市１０社１１名、泉南市１０社１０名、熊取町８社１０名）。
実施内容：第１部　事業承継セミナー（１８時～１９時）
　　　　　　　テーマ「事業承継の進め方　　～最初の一歩～」
　　　　　　　講師　　税理士・中小企業診断士　　和田　貴美子　　氏
　　　　　　　第２部　意見交換会（１９時～１９時３０分）
　　　　　　　フリートークだが、必ず「事業承継」問題について意見交換するということで８つの
　　　　　　　テーブルに分かれて意見交換会を実施した。
　　　　　　　第３部　交流会（１分間ＰＲ・名刺交換会）（１９時４０分～２１時１５分）
　　　　　　　参加された６０社の自社の概要や製品・商品・サービス及び得意分野などの１分
　　　　　　　間ＰＲタイム、名刺交換会を実施した。

　泉州地域の４商工会管内（岬町、阪南市、泉南市・熊取町）は、商店街の形成が少なく個々
の事業所が散在しているため、集客力に乏しい上に大型スーパーの開業やコンビニエンススト
アーの進出等により、事業所における売上減少及び雇用縮小が続き４商工会管内は事業所
数の減少が続いているのが現状です。　　また、岬町は関西電力多奈川発電所の無期限操
業休止等により地域経済は衰退の一図を辿っています。
　このような中、大阪府における訪日旅行者（インバウンド）は増加しており、このインバウンド客
を４商工会管内地域に誘導し、飲食・ショッピング・宿泊等の経済効果に結び付ける仕組みづ
くりが課題でありビジネスチャンスでもあります。
　そこで、人員・費用等の問題で新しい事業展開の取組みができない個々の事業所が、地域
としての一体感および事業所間の連携を自発的におこなえるようにするために本事業（交流
会）を実施する。
また、「事業承継」問題のことも考える交流会とし、参加事業者が「事業承継」問題に真剣に取
り組み、廃業する事業所の減少および事業承継が円滑にできる事業所を増やすことも目的とし
ます。



事業名

岬町商工会４－２．地域活性化事業　事業調書

南泉州地域異業種ビジネス交流事業 継続新規/継続

〇

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携 〇 (c)市町村連携 〇 (d)相談事業相乗効果

社

独自提案型

(b)広域連携として、
　①岬町・阪南市・泉南市・熊取町の４商工会による広域連携で実施し、幹事を岬町商工会
　　が務めて４商工会の経営指導員が巡回等により参加事業所の募集をおこなう。
　②実施時期や交流会進行内容は、令和元年度の反省点等を踏まえ、担当者会議で協議
　　して進める。
　　６月中旬から７月初旬にかけて担当者会議を開催して検討する。
(c)市町村連携として、
　①岬町・阪南市・泉南市・熊取町に後援依頼し、広報誌等で本事業をＰＲしてもらう。
　②岬町・阪南市・泉南市・熊取町の地方創生及び商工会担当の課にも出席要請を
　　おこない、市町が現在実施または計画している施策等についてＰＲしてもらい、
　　交流会参加者の事業の参考としてもらう。
(d)相談事業相乗効果として、
　①グループディスカッションで「事業継承」問題についても意見交換してもらうため、
　　事業承継について積極的に取り組む事業所を支援しカルテ化に繋げる。
　②また、新規顧客の獲得ならびに新しい取組み等を積極的にする事業所を支援し
　　カルテ化に繋げる。

令和２年度は、
参加募集：　令和２年７月中旬～９月下旬
開催日時：　令和２年１１月中旬～下旬に開催予定。
　　　　　　　　開催時間・開催曜日は、４商工会で話し合って検討する。
開催場所：　岬町淡輪：マリンロッジ海風館（予定）
支援企業数：　 ６０社
内容：予定
（第１部）交流会（開催時間は、担当者会議で決定する）
　８グループに分け、各グループ毎にテーマを決めてディスカッションをする。
　そのテーマにプラスして「事業承継」問題も取り入れてディスカッションをする。
　今年度よりディスカッションの時間を多くとりたい。
（第２部）自社ＰＲタイム及び名刺交換会タイム（開催時間は、担当者会議で決定する）
　また、その他に、
　①会場内に資料配布ブース等の設置をおこない、事前に参加事業所
　　自らパンフレットやチラシ等を手渡し自社をＰＲしてもらう。
　②全参加者の住所連絡先名簿を作成・配布し、後日事業所間同士で
　　交流や連携等の促進を図ってもらう。

人材育成型

設定根拠及び
募集方法⇒

支援対象企業数

支援対象企業の
変化

目標値の内容⇒
その他目標値

指標

事
業
の
目
標

人材交流型

販路開拓型

　本事業実施により、岬町のみならず阪南市、泉南市、熊取町地域内の各事業所が
他社のビジネス情報および他市町の情報を交流会で交換することにより新たな情報を
収集し、新たなネットワークの構築とそれを活用した新事業連携の可能性が生じていく。
　そして、各商工会は新たな事業へのチャレンジ機運が高まることにより積極的な
販路拡大に繋がるような支援をしていく。

令和元２年度は、
岬町３２社、阪南市１０社、泉南市１０社、熊取町８社の
合計６０社とする。

４８社

60

数値目標

具体的
な実施
内容・
手法

(該当型
に ○ )
いつ・
どこで・
何を・

どのよう
にする
のかを
明確に)

事業手法
（該当する場合は

○印と下欄に
その根拠）

ﾊﾝｽﾞｵﾝ型

自社のＰＲができた・新たな取り組みができた、事業間
連携ができた、販路開拓ができたという企業数

６０社　×　８０％　＝　４８社



事業名

岬町商工会４－２．地域活性化事業　事業調書

南泉州地域異業種ビジネス交流事業 継続新規/継続

円 × × ＝ 円

⇒ 円 × × ＝ 円

円 × × ＝ 円

（小計） 円

※新規の広域連携事業の場合は広域連携促進費を加算（小計の５％） 円

計 円

円

円

(a)府施策連携 ○ (b)広域連携 〇 (c)市町村連携 〇 (d)相談事業相乗効果

円 × ＝ 円 （ 円） 　

代

○ 円

円

円

円

円

※別添で補足する内容があれば添付してください。

商工会・会議所名

岬町商工会

阪南市商工会

泉南市商工会

幹事商工会（岬町）の配分
　1,818,000円×10％＝181,800円
　(1,818,000円-181,800円)÷60社
　＝27,270円   (１社当たりの単価)
岬町
　181,800円＋27,270円×32社
　＝1,054,440円
阪南市
　27,270円×10社＝ 272,700円
泉南市
　27,270円×10社＝ 272,700円
熊取町
　27,270円×  8社＝ 218,160円

役割（配分の考え方）

1,054,440

272,700

272,700

218,160

配分額

熊取町商工会

1,818,0000.75

（①市町村等＋②受益者負担）

交付市町村等

2,424,000

2,424,000

補助金の団体配分
（「代」欄には、中核団体
またはﾋｱﾘﾝｸﾞで説明する

代表団体に○）

標準事業費 補助率

ｻｰﾋﾞｽ単価

40,400

標準事業費支援企業数

算 出 額

2,424,000

【備考】

1.00

係数

②受益者負担

①市町村等補助

60

負担金の積算

算定基準
（行が足りない場合は、⇒

の行に挿入）

独自提案単価及び
独自補正係数の根拠

（基準どおりの場合不要）

2,424,000

算
定
基
準
に
より
算
出
さ
れ
る
額



５－１．商工会等支援事業一覧 岬町商工会

252,500

金額（円）

780,050ＣＳＲ普及啓発事業

概要

大阪府商工会連合会の事業計画書参照

事業名

ＳＢ／ＣＢ創出支援事業 大阪府商工会連合会の事業計画書参照



６．経費支出計画書（経費内訳） 岬町商工会

事業所数/回数 単 価（円） 計
163 25,000 4,075,000

5 10,000 50,000

5 30,000 150,000

18 40,000 720,000

3 20,000 60,000

2 20,000 40,000

35 25,000 875,000

28 20,000 560,000

2 20,000 40,000

1 20,000 20,000

20 20,000 400,000

5 50,000 250,000

5 20,000 100,000

5 20,000 100,000

5 20,000 100,000

10 10,000 100,000

1 10,000 10,000

2 20,000 40,000

1 10,000 10,000

5 20,000 100,000

0 5,000 0

40 5,000 200,000

163 10,000 1,630,000

9,630,000 9,630,000

Ⅱ　専門相談支援事業

計
72,000

48,000

72,000

0

192,000 192,000

算　定　基　準

3

3

補助金額

補助金額算　定　基　準
支援日数

事業所カルテ・サービス提案

支援機関等へのつなぎ

金融支援（紹介型）

金融支援（経営指導型）

マル経融資等の返済条件緩和支援

結果報告

1,032,550

補助金額

算 定 基 準

2法律相談

労務相談

コスト削減計画作成支援

事業承継支援

フォローアップ支援

資金繰り計画作成支援

記帳支援

労務支援

人材育成計画作成支援

－

Ⅰ　経営相談支援事業

区　　　分

事　業　名

税務相談

財務分析支援

５Ｓ支援

ＩＴ化支援

債権保全計画作成支援

災害時対応支援

小　計

マーケティング力向上支援

販路開拓支援

事業計画作成支援

創業支援

事業継続計画(ＢＣＰ)等作成支援

合　　　　計

小　計

Ⅲ　地域活性化事業

小　計

小　計

Ⅳ　商工会等支援事業

Ⅴ　合計

算 定 基 準

別紙事業調書のとおり 8,770,790

8

※記帳支援のために税理士を活用する場合、26,000円×事業所数

補助金額

別紙事業調書のとおり

補助金額

19,625,340


